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要旨  

経済産業省が毎年実施している「健康経営度調査」のデータを用いてライフス

タイル（喫煙、運動、飲酒、睡眠習慣など）とメンタルヘルス関連の欠勤率や離

職率との関連について評価した。本分析は 1,748 社（従業員 4,199,021 人）のデ

ー タ が 含 ま れ 、 メン タ ル ヘ ル ス 関連の 欠 勤 率 は 1.1±1.0 ％ 、 離 職 率 は

5.0±5.0 ％であった。すべての生活習慣因子と交絡因子を組み込んだ多変量回

帰モデルでは、睡眠により十分な休養が取れている者の割合が 1％増加すると、

離職率が-0.020％ (95％信頼区間 (CI);-0.038, -0.002）、メンタルヘルス関連の

欠勤率が-0.005％ (95％ CI; -0.009, -0.001）減少した。運動習慣の割合が 1％増

加すると、メンタルヘルス関連の欠勤率が-0.005％（95％ CI; -0.010, -0.001）

減少した。喫煙割合が 1％増加すると、メンタルヘルス関連の欠勤率が-0.013％

（95％ CI; -0.017, -0.008）減少した。しかし本研究は観察的および横断的なデ

ザインであるため、従業員のライフスタイル要因とメンタルヘルス問題との因

果関係を立証することはできなかった。 
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はじめに  

世界的にメンタルヘルス関連の有病率は高く、増加傾向にある。 [1] 世界保健

機関 (WHO)は、世界で 9 億 7,000 万人がメンタルヘルスの問題に苦しんでいる

と報告している。 [2] 日本では、メンタルヘルス関連の生涯有病率が 20％を超え

ている。 [3] さらにシステマティックレビューとメタアナリシスでは、COVID-

19 パンデミック中のメンタルヘルス問題の有病率は、流行前よりも高いことが

示されている。 [4, 5]  職場でのメンタルヘルス不調（うつ病や不安障害など）

は、多くの国で問題として認識されるようになってきている。メンタルヘルス問

題は、治療、医療機関への受診、入院に伴う直接的なコストだけでなく、アブセ

ンティーズム（労働日数の減少）およびプレゼンティーイズム（職場での生産性

低下）による間接的な経済的負担も含めメンタルヘルス問題による賃金の損失

や作業効率の低下などが含まれる。 [6] これらは貧困状態を悪化させ、その結

果、貧困と病気の悪循環が生じる。 [7] このような脆弱性は、ひいては精神衛生

を悪化させ、貧困と疾病の悪循環を助長する。 [8] 国家や世界レベルでは、メン

タルヘルス障害は労働力と資本供給を減少させ、経済生産高を低下させる。 [9, 10] 

先行研究では、従業員のメンタルヘルス不調がアブセンティーズムやプレゼ

ンティーイズムの増加によって、生産性の低下と関連することが報告されてい

る。 [11-13] さらに、従業員のメンタルヘルス不調は離職率の上昇と関連してお

り、これは事業主にとってコスト高となりうる。 [14, 15] 健康的なライフスタイ

ルはメンタルヘルス問題減少と関連し、従業員の離職率低下に寄与する可能性

がある。 [16] しかし、これらの関連性は日本ではほとんど研究されていない。 [17] 

そこで本研究では、経済産業省が毎年実施している「健康経営度調査」のデータ

を用いて、日本企業における従業員の喫煙、運動、飲酒、睡眠習慣などのライフ

スタイルと、メンタルヘルス関連の欠勤率や離職率との関連を明らかにするこ

とを目的とした。 

 

方法 

経済産業省が中心となり、「健康経営優良法人認定制度」を推進している。企

業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進に取り組むことが、従業員の活

力向上や生産性の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や組織

としての価値向上へ繋がることが期待される。 [18] 2014 年から経済産業省と東

京証券取引所（東証）が共同で、対象企業を「健康経営銘柄」として認定を開始

している。 [17] また日本では労働安全衛生法により、事業者は労働者に対して



年に 1 回以上医師による健康診断を実施することが義務付けられ、標準的な質

問票が用いられている。通常データは企業の人事部や健康管理部が管理し、労働

者の健康状態を反映することに役立っている。 

本研究では、2019 年 4 月から 2020 年 3 月までの 2020 年度に実施した調査の

うち、従業員のライフスタイル、メンタルヘルス関連の欠勤率、離職率に関する

設問に回答した 1,748 社のデータを分析した。分析に使用した調査項目の概要を

下記に示す： 

- 自社の株式を東京証券取引所に上場していますか？（選択肢：はい、いいえ） 

- 日本産業分類に準じた業種（選択肢：卸売業、小売業、サービス業、製造業

その他）  

- 正社員の平均勤続年数と平均年齢とを記入してください（小数点第 2 位四捨

五入で記入ください）。 

- 1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、１年以上の運動習慣があ

る人の割合を記入してください。 

- 睡眠により十分な休養が取れている人の割合を記入してください。  

- 適正体重維持率（BMI : 18.5～25 kg/m2）を記入してください。 

- 喫煙率を記入してください。 

- 飲酒習慣者率を記入してください。 

- 年度末の正社員数・非正社員数の性・年代構成別人数をご記入ください。 

- 年度中の離職者数を記入ください（定年退職とグループ会社への出向・転籍

は除いてください）。 

- 正社員の疾病による休職者数・退職者数の把握状況について、ご記入くださ

い。(a) 年間長期欠勤・休職者数、(b) (a)のうち回答時点復帰者数、(c) 年間

退職者数 

 

本研究は、滋賀医科大学倫理委員会の承認（RRB21-053-3）とヘルシンキ宣言の

規定に基づき行った。当該記録の性質上、個人の特定を行うことは困難であるこ

とから、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に基づき、

各個人へのインフォームド・コンセントは実施していない。 

 

統計分析 

本研究のアウトカムには、（1）年度中の退職者を年度開始時の正社員総数で割

った離職率、（2）メンタルヘルス問題による欠勤正社員数を正社員総数で割った



メンタルヘルス関連の欠勤率が含まれる。 

記述統計は合計数と割合で示した。従業員のライフスタイルと、 メンタルヘ

ルス関連の欠勤率および離職率との関連の評価は線形回帰モデルを使用した。

各モデルは、 適正体重維持、 睡眠により十分な休養が取れていること、運動習

慣、喫煙や飲酒などのライフスタイル要因について、回帰係数と 95％の信頼区

間（CI）を算出した。さらに、すべての生活習慣因子と交絡因子を組み込んだ多

変量回帰モデルを用いた。交絡因子には、証券取引所上場状況、業種、正社員の

平均勤続年数を含んだ。統計学的有意水準は両側検定を用いて 5％とした。すべ

ての分析は SAS ソフトウェアバージョン 9.4（SAS Institute, Cary, NC, USA）を

用いて行った。 

 

結果 

データベースには 1,748 社（従業員数：4,199,021 人）の調査結果が含まれてい

た。業種は、建設業（従業員数：159,398 人, 3.8%）、食料品（従業員数：113,954

人, 2.7%）、 化学（従業員数：175,758 人, 4.2%）、電気機器（従業員数：499,312

人, 11.9%）、輸送用機器（従業員数：446,637 人, 10.6％）、海運業（従業員数：

207,596 人, 4.9％）、情報・通信業（従業員数：373,832 人, 8.9％）、卸売業（従

業員数：135,843 人, 3.2％）、小売業（従業員数：258,209 人, 6.1％）、金融業（従

業員数：646,990 人, 15.4％）、サービス業（従業員数：239,349 人, 5.7％）、その

他（従業員数：942,143 人, 22.4％）であった。また女性従業員は 26.8％、平均

勤続年数は 14.4±4.6 年、メンタルヘルス関連の欠勤率は 1.1±1.0％、離職率は

5.0±5.0％であった。 

 

表 1 は日本企業 1748 社における従業員のライフスタイルと離職率の関連を示

す。喫煙者割合が 1％増加すると -0.030 % (95％ CI; -0.053, -0.006）、睡眠によ

り十分休養が取れている者の割合が 1％増加すると-0.024 % (95％ CI; -0.044, -

0.004）、飲酒習慣者割合が 1％増加すると -0.029 % (95％ CI; -0.049, -0.009）、

それぞれ離職率と関連していた（未調整モデル）。すべての変数（交絡因子を含）

を含めた場合、睡眠により十分休養が取れていることと離職率との関連が有意

であった（調整モデル）。 

 

表 2 は、日本企業 1748 社における従業員のライフスタイルとメンタルヘルス関

連の欠勤率との関連を示す。喫煙者割合が 1％増加すると -0.015 % (95％ CI; -



0.020, -0.011）、運動習慣者割合が 1％増加すると -0.008 % (95％ CI; -0.012, -

0.003）、睡眠により十分休養が取れている者の割合が 1％増加すると-0.006 

(95％ CI; -0.010, -0.002）、飲酒習慣者割合が 1％増加すると -0.008 % (95％ 

CI; -0.012, -0.004）、メンタルヘルス関連の欠勤と関連していた（未調整モデル）。

すべての変数（交絡因子を含）を含めた場合、喫煙、運動習慣、睡眠により十分

休養が取れていることとメンタルヘルス関連の欠勤率との関連が有意であった

（調整モデル）。  

 

考察 

健康経営度調査データを用いて分析を行った結果、睡眠により十分休養が取

れている割合が 1％ポイント増加すると、従業員の離職率とメンタルヘルス関連

の欠勤率が統計学的有意に減少することが明らかとなった。具体的には、離職率

の減少は-0.020 ％（95％ CI; -0.038, -0.002）、メンタルヘルス関連の欠勤率の

減少は-0.005 ％（95％ CI; -0.009, -0.001）であった。さらに定期的な運動習慣

のある従業員の割合が 1％ポイント増加すると、メンタルヘルス関連の欠勤率が

-0.005 ％（95％ CI; -0.010, -0.001）減少した。調査対象 1,748 社において、メ

ンタルヘルス関連の欠勤率は 1.1±1.0％、離職率は 5.0±5.0％であったことを

考慮すると、本研究における離職率とメンタルヘルス関連の欠勤率と生活習慣

との関連は、実質的に意義深いと考えられる。 

 

Litwiller ら [19]は、組織の労働者における 152 件の研究のメタアナリシスを実施

し、睡眠の質および量と仕事のパフォーマンスとの関連を検討した。その結果、

睡眠の質および量の両側面が、仕事量や様々な健康、態度、情緒的転帰と負の関

連があることを報告している。永松ら [20]による従業員の運動とメンタルヘルス

に関する文献レビューでは、横断的デザイン、小規模、測定方法に一貫性がない

ことなどの限界はあるものの、運動が従業員の感情的転帰に良い効果をもたら

す可能性があることが示された。またレクリエーションのような身体活動は、慢

性的なストレスの軽減にも役立つことが示された。逆に、長時間の座位は、メン

タルヘルスの悪化と関連していた。これらのレビューは、健康的な睡眠習慣を促

進し、身体活動を奨励する組織の方針や慣行を採用することの潜在的な利点を

強調している。このような取組みは職場におけるメンタルヘルスの向上につな

がる可能性があり、従業員の健康と生産性を向上させるためにウェルネス戦略

を企業文化に組み込むことの重要性を示している。 



 

喫煙者割合が 1％増加すると、メンタルヘルス関連の欠勤率が-0.013％（95％ CI; 

-0.017, -0.008）減少した。喫煙とメンタルヘルスとの関連については、現在も議

論が続いている。喫煙がメンタルヘルス不調の症状を緩和するとするセルフメ

ディケーション仮説は、精神力動論に根ざしている。 [21] この仮説を実証的に支

持するものとして、ニコチンが短期記憶、注意、その他の認知機能を高めること

を示すランダム化試験の結果がある。 [22] さらに、ニコチンは神経伝達物質の放

出を誘導し、報酬や快楽の感情を高めることが示されている。 [23, 24] しかし、

縦断研究において、喫煙はメンタルヘルス問題を悪化させる一方で、禁煙はメン

タルヘルスの改善と関連することが報告されている。 [25] これらの矛盾は、喫

煙者がタバコの禁断症状の緩和をメンタルヘルス不調の症状の緩和と混同して

いることを示唆する誤帰属が生じていることによって説明できるかもしれない。

これを裏付けるように、Taylor ら [26-28] によって包括的なコクランレビューが

報告されている。禁煙はメンタルヘルスの改善と関連し、その効果量は抗うつ薬

と同等であることが明らかにされている。本研究は観察的および横断的デザイ

ンにより喫煙とメンタルヘルス問題との因果関係を立証することができない限

界点があり、本研究の結果は慎重に解釈する必要がある。  

また本研究の限界として、第一に経済産業省が毎年実施している「健康経営度

調査」は、より健康的でパフォーマンスの高い労働力の育成を目指し、従業員の

健康維持・増進に優れた企業を表彰するものであり、調査の回答は集計データに

基づいているため、従業員個人のデータは利用できなかった。本研究は生態学的

デザインであり、集団レベルの傾向に関する洞察が得られたが、個人レベルで解

釈する際には注意が必要である。第二に、生活習慣に関する調査は標準化した質

問票が用いられているため、単純な構造である。さらに、これらのアンケートは

主観的な自己申告に基づいている。例えば、「よく眠れている」という認識は、

一晩 6 時間の人もいれば 8 時間の人もいるかもしれないが、本調査には睡眠の

質を評価する客観的で定量的な尺度は含まれていなかった。第三に、従業員のラ

イフスタイルとメンタルヘルス関連の欠勤率や離職率との関連の検討において、

会社の経済状態やその質に対する評価など、その他の測定不能な要因を含むこ

とができなかった。 
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